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目
的 

津波対策を考慮した都市づくりへの研究を通じた技術支援 
 

国土交通省国土技術政策総合研究所 都市研究部・総合技術政策研究センター 

 将来の巨大地震で

被災の恐れのある沿

岸都市における防災

構造化の促進 

 これらの対策に関す

る国の技術指針、技

術基準類に必要な計

画手法や技術的デー

タを整備 

充実を図るべき都市防災対策の内容 
 宅地の地すべり対策 
 市街地不燃化 
 防災空間確保 
 住民の迅速・円滑な避難 
 被災時の都市機能の維持 

従来より
実施中 

新たに実施 

・住民の津波避難安全性に関する定量的評価手法
（津波避難シミュレータ） 

・同手法を活用した、避難困難地域、円滑な避難を
阻害する箇所等の課題抽出手法 

・課題に対応した施設等整備・土地利用規制の手法 

防災拠点機能確保 避難施設・避難路 
・災害時の防災拠点機能確保と日常市民サービスの
提供を都市全体で現実的に両立させる手法 

・各機能・施設の内容・立地に応じたリダンダン
シー化対策計画手法 

・各機能間のネットワークの維持強化手法 

病院等の災害拠点施設の耐
浸水・耐震化対策の実施 

役場等の災害拠点施設の移転、
バックアップ機能の確保 

土地利用 
規制等 

幹線道路の確保と周辺の耐震
化・不燃化 

市街地の一部高台移転 

有効な避難場所の整備 

避難ビル等の津波避難施設整備 

避難場所へのアクセスに関係す
る主要生活道路等の優先整備と
沿道の耐震化・難燃化 

避難場所へのアクセス路の整備 

計画策定手法の開発 

避難阻害解消のための
メニューの検討 

個別メニューの組み合わ
せ方、優先順位付け、効
果検証等の手法の検討 

高台移転 

避難所増設 

津波避難 
ビル増設 

重要路線二重化 

沿道不燃化 
沿道耐震化 

避難路拡幅 

避難路新設 

津波避難シミュレータの開発 

アウトプット 

避難阻害箇所・要因
の抽出手法の開発 

・避難困難人口 ・避難阻害箇所・要因 等 

津波避難シミュレータの
アウトプット内容の検討 

インプット 
・地形   道路網   ・建物   ・避難施設   ・時刻 
・居住者（滞在者） ・津波条件  ・火災条件 等 

 津波避難シミュレータ 

津波遡上 
モデル 

車両交通 
モデル 

実態に基づ
く津波避難
行動モデル 

避難阻害箇
所・要因抽
出機能 

・避難上の重要路線 
 多くの避難者が集中し
て利用する路線を抽出 

・避難者滞留・渋滞箇所 
 移動速度が低下する
場所を特定 

・避難所容量不足箇所 
 到着した避難者があふ
れる場所を特定 

・避難困難者多発地域 
 避難困難者発生率が
特に高い居住地区を特
定 

避難阻害箇所・要因を抽
出する計算手法の検討 

既存モデル 
改良 新規開発 

火災避難 
モデル 

開発中の津波避難シミュレータ 

地震発生直後 地震発生30分後 地震発生65分後 地震発生60分後 
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手
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津波による市街地（低地）の浸水
→住民の高台・近隣施設（含浸水

区域）への避難

津波による防災拠点施設
の浸水（低層部のみ）
→周辺の水没により孤立化
（機能の立上げに支障）

防災拠点機能の立上げ
（施設が浸水せず、早期
の機能立上げ）

■石巻市：①災害発生直後

津波により、防
災拠点施設（本
部機能に係る施
設）に一部の損
傷が生じたが、
現施設において、
防災拠点機能を
立ち上げた。

住民等は高台や近
隣公共施設（中層
の学校等）へ避難。

5
・被災
→機能移転 ・主な避難先

拠点施設（本部機能）

・被災なし
→機能立上げ

・一部被災
→機能立上げ

避難場所

・本部機能
の移転

凡
例

今
後 

問い合せ先：都市防災研究室 木内望（kiuchi-n92ta@nilim.go.jp） 

東日本大震災での津波被災都市における防災拠点機能の確保の動きの調査（４都市を調査） 

ａ

機
能
の
喪
失
・
代
替
・
移
転

① 移転

② 継続

③ 継続

釜石市役所、南三陸町役場
石巻市立病院、志津川病院
釜石消防本部、南三陸消防署

石巻市役所、石巻港湾病院
県立釜石病院（地震動）
石巻消防本部

大船渡市役所、石巻赤十字
病院、県立大船渡病院、大
船渡消防本部

①
移転・
集約

③

連携困難

継続（孤立化）

②
移
転多極化

ｂ

本
部
機
能
の
集
中
と
分
散

南三陸町役場、志津川病院、
南三陸消防署

釜石市役所、（県合同庁舎）、
県立釜石病院、釜石消防本部

石巻市役所、石巻赤十字病
院、石巻消防本部

②

活動部隊
のみ展開

①

１つの施設
で受援

ｃ

受
援
施
設
の
階
層
性

石巻総合運動公園
（※近接する石巻専修大学も活用）

ベイサイドアリーナ
（他自治体：遠野市運動公園）

③
活動部隊
が分散

大船渡市の各受援施設
（他自治体：遠野市運動公園）

地域の拠点
施設を
核とした
配布

②

南三陸町ベイサイドアリーナと、
各拠点避難所

ｄ

物
資
集
配
拠
点
の
一
元
化
と
分
散

③ 物資種別
により
受援施設
が分散

大船渡市の各受援施設

①

１つの施設
で受援

石巻総合運動公園

ｅ

避
難
所
機
能
の
階
層
性

避難所を巡回②

救護所等の設置
①

釜石市、石巻市の医療体制

南三陸町の医療支援体制

ｆ

施
設
へ
の
交
通
ア
ク
セ
ス

①

Ｈヘリ
ポート

広域幹線か
らのアクセス

各都市の災害拠点病院

②幹線道路による
施設間のアクセス

大船渡市、釜石市

③

寸断

山道等での
アクセス

南三陸町、釜石市

津波被災都市において防災拠点機能確保に関して見られた都市・地区レベルでの現象 

 収集した非被災地の都市防災拠点施設の計画・整備動向に係る事例の収集 

代替本部を遠隔地に設定 

現状位置での建替・機能強化 

医療施設の移転 

消防本部施設の移転 

外部支援受入拠点強化 

以上の結果等の詳細を近日中にホームページ等にて公開の予定 

 シミュレータの機能向上、得られた知見の一般化 
ケーススタディ等を通じた計画策定手法の検討 

「防災都市づくり計画策定指針」等の改訂や 
シミュレータの活用等を通じて自治体を支援 

避難所の生活
環境の悪化

災害拠点病院を中心
とした避難所巡回
→避難所の環境改善

浸水区域周辺大規模施設の受援拠点化
→支援部隊の駐屯、支援物資の集積
→ヘリポートや三陸道のアクセスを活用

避難所等への救護所の
設置

■石巻市：③３日目～１か月

浸水区域周辺の公
共施設が外部支援
の駐屯拠点となり、
浸水区域での災害
対応を行った。

外部支援の他自治
体への派遣、周辺
自治体からの患者
の受入等も行われ
た。

拠点施設（受援機能）

・駐屯拠点 ・物資拠点 ・物資の支援

拠点施設（避難者支援機能）

・救護所 ・巡回診療・地域医療の
本部機能

凡
例

7

内陸部の公共施設の避難所化
→福祉避難所として機能
→避難所の閉鎖に伴う避難者の移転先

■石巻市： １か月～３か月

長期化する避難
生活の中で、内
陸部の大規模公
共施設を、災害
時要援護者等の
避難所施設とし
て利用した。

学校の授業再開
に伴う一部避難
所の集約、被災
した学校の仮校
舎としての利用
も行われた。

拠点施設（避難者支援機能）

・拠点的な
避難所

・避難者の
移動

凡
例

8

三陸道

Ｈ
Ｈ

水・瓦礫で避難場所が孤立化
→一部では、ヘリ等による救出
→救助困難な避難場所は、そ

のまま避難所化

浸水地域の施設での機能立上げ
→他施設へのアクセス、情報共

有の困難から災害対応に支障

防災拠点機能の継続
（非浸水地域の施設）

■石巻市： ②災害発生～２日目
津波浸水が長引き、
市役所庁舎へのア
クセスができず、
防災拠点機能（本
部 機 能 間 ） の 連
絡・連携困難な状
況が続いた。

石巻赤十字病院は、
ＤＭＡＴや自衛隊、
消防等との連携に
より、負傷者の受
入等を行った。

孤立化した避難所
から避難者を救助。・本部機能間の連絡

（×印は困難な状況）

Ｈ

拠点施設（本部機能）

・本部機能 ・緊急退出路 ・ヘリポート

避難所

・避難者や
患者の救出

・主な
避難所

・避難所
（救出・閉鎖）

凡
例

6

広域受入拠点の強化 

避難所機能の強化 

③３日目～１ヶ月 

①災害発生直後 ②災害発生～２日目 

④１ヶ月～２ヶ月 
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